
報告書の概要 

Ⅰ・ 一冊 隻 Ⅱ 犬 j 兄 

(1 ) 第 ] 号 被保険者のいる 世帯数 

第 「 号 被保険者のいる 世帯数は、 平成 1 5 年度末現在 ( 平成 16 年 3 月末。 以下同じ。 ) で「， 757 

万世帯となっている。 前年度末現在Ⅱ・ 718 万世帯 ) に比べ 39 万世帯 (2.3%) 増 となっている。 

(2) 第 ] 号 被保険者数 

等「 号 被保険者数は、 平成「 5 年度末現在で 2,449 万人となっている。 そのうち、 前期高齢者 

(65 歳以上 75 歳未満 ) は 、 ],374 万人、 後期高齢者 (75 歳以上 ) ほ、 ],076 万人で第「 号 被保険者 

に占める割合は、 それぞれ 56. 「 % 、 43.9% となっている。 Ⅱ 表 ) 

前年度末現在に 比べ前期高齢者 3 万人 (0 ． 2%) 増 、 後期高齢者 53 万人 (5.2%) 増 、 計 56 万人 

(2.3%) 増 となっている。 

] 表 第 「 号 被保険者数の 推移 ( 年度末現 句 ( 単位 : 千人 ) 

区 分 「 2  年 度 「 3  年 度 「 4  年 度 「 5  年 度 
65 ～ 75 歳未満 Ⅱ 3, 「 92 「 3,424 13,709 13,736 
75  歳以上 9,23 「 9,745 「 0,225 「 0.758   

十 22,422 23,168 23,934 24,494 

(3) 要介護 ( 要支援 ) 認定者数 

要介護 ( 要支援 ) 認定者数 ( 以下「認定者数」という。 ) は、 平成「 5 年度末で 384 万人。 うち 第 

「 号 被保険者は 370 万人、 第 2 号被保険者は「 3 万人となっている。 (2 表 ) 

前年度に比べ 第 「 号 被保険者は 38 万人Ⅱ「． 4%) 増 、 第 2 号被保険者は ] 万人Ⅱ「． 4%) 増 となって 

いる。 

認定を受けた 第 ] 号 被保険者のうち、 前期高齢者は 65 万人、 後期高齢者は 305 万人で認定をうけ 

た第 ] 号 被保険者に占める 割合は、 それぞれ 17.6% 、 82.4% となっている。 

認定者数を要介護度別にみると、 要支援 59 万人、 要介護「 「 24 万人、 要介護 2  60 万人、 

要介護 3  49 万人、 要介護 4  4 丁万人、 要介護 5  45 万人となっており、 要介護度が軽度 ( 要文 

援 ～要介護 2) の認定者数が 約 63.3% を占めている。 

なお、 前年度に比べ 要支援及び要介護 ] が「 8.7% 、 「 7.4% と伸びている。 

2 表 認定者数Ⅱ 5 年度末現 伺 ( 単位子 刀 

分 要支援 要介護「 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 区 - 一 一 一 口 十 

第 ] 号 被保険者 584 ] Ⅱ 98 567 466 457 432 3,704 
G5 歳～ 75 歳未満 ⅠⅠ 4 220 104 78 69 69 654 

75 歳以上 470 978 463 388 388 363 3,050 
第 2 号被保険者 8 42 28 20 Ⅰ 6 20 「 35 

@l % い @ l も 数 593 「， 240 596 486 473 452 3,839 
構 成 比 「 5.4% 。 32.3% 15.5% Ⅰ 2.7 プ 。 Ⅰ 2.3 ポ 。 Ⅱ「． 8 ポ 。 100.0 ポ 。 
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(4) 第 「 号 被保険者に占める 認定者の割合 

第 「 号 被保険者に占める 認定者 ( 第 「 号 被保険者 ) の割合 C1 5 年度末現在 ) ほ 、 全国平均で「 5   

「 % となっており、 地域別でほ、 徳島県、 鹿児島県、 長崎県なとが 高く、 茨城県、 埼玉県、 千葉県な 

とが低くなっている。 侶詞 

ま た 、 要介護度が軽度 ( 要支援 一 要介護 2) の認定率は、 地域格差が大きいところでは 約 2 倍の格差 

があ るが、 重度 ( 要介護 3 ～ 5) ては、 大きな格差 は ない ( 図 2) 。 

な お 、 認定者の割合は 前年度 (13.9%) に比べ全国平均で「． 2% の伸びであ る。 

3 表 都道府県別 第 「 号 被保険者に占める 認定者 ( 第 「 号 被保険者 ) の割合 (15 年度末現在 ) ( 単位 千人 ) 
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 号 被保険者 ｜   占める認定者 く第 「 

20% 

 
 

 
 

 
 

号 被保険者 ) の割合 

($ 全度 ( 要支援～要介護 2) 、 重度 ( 要介護 3 ～要介護 5) 別 ) 

  

  

  
  
  

      
  

  
  

  
  

  
    

      

  

  

    

  

  
      

  

        
  

  

      

 
 

 
 

 
 

    

笹
島
 恨
 

 
 

 
 

鹿
児
島
県
 

 
 

 
 

長
崎
 早
 

 
 

大
分
県
 

 
 

 
 

 
 

福
岡
県
 

 
 

和
歌
山
県
 

 
 

 
 

 
 

岡
山
県
 

 
 

 
 

 
 

広
島
 与
 

  

愛
媛
県
 

 
 

 
 

大
阪
府
 

 
 

島
根
県
 

 
 

牢
籠
 県
 

 
 

青
森
県
 

 
 

熊
木
 早
 

 
 

京
都
府
 

 
 

高
知
県
 

鳥
取
 早
 

 
 

 
 

 
 

 
 

佐
賀
県
 

 
 

 
 

山
口
県
 

 
 

香
川
県
 

 
 

石
川
 守
 

芋
貝
 早
 

 
 

三
玉
 県
 

兵
庫
県
 

 
 

 
 

  

 
 

秋
田
県
 

ア
舷
卍
 

阻
ト
老
 
け
 
@
 

１
か
㌃
 
@
 目
 

北
栢
道
 

 
 

Ⅰ
 

㌻
 

，
 

ひ
卸
｜
 
：
 @
 

全
国
平
均
 

懐
 

富
山
県
 

 
 

東
京
都
 

 
 

  

  

｜
 
ヒ
ム
Ⅰ
 １

目
 

一
 

  

 
 

  

福
井
県
 

 
 

滋
賀
 与
 

@
,
 

仰
 
@
 

ダ
 

・
Ⅱ
Ⅱ
 

リ
 

目
 

 
 

宮
城
県
 

 
 

 
 

 
 

 
 

群
鴨
早
 

神
 
芋
川
俣
 

福
島
県
 

 
 

岐
阜
 早
 

 
 

 
 

 
 

 
 

山
梨
県
 

愛
知
県
 

に
 ，
 目
囲
｜
 

  

栃
木
県
 

 
 

  

静
岡
県
 

 
 

 
 

 
 

千
葉
県
 

 
 

埼
玉
 早
 

 
 

 
 

一
 

茨
城
県
 

 
 

 
 

  

(5) 居宅介護 ( 支援 ) サー ピス受給者数 

居宅介護 ( 支援 ) ワービス受給者数 ( 以下「居宅サービス 受給者数」という。 ) は、 平成 15 年度累 

計 ( 米 平成 15 年 3 月から平成 16 年 2 月 ) で総数 2,563 万人 ( 征人戸。 以下同じ。 ) 、 うち、 第 「 号被 

保険者数は 2,469 万人、 第 2 号被保険者数は 94 万人となっている。 ] ケ月 当たり平均でみると 総数で 

214 万人となり、 前年度Ⅱ 84 万人 ) に比べ 30 万人Ⅱ 6.3%) 増 となっている。 

要介護度別に 年度累計では、 要支援 41 「万人、 要介護 1  966 万人、 要介護 2  487 万人、 

要介護 3  302 万人、 要介護 4  22 「万人、 要介護 5  176 万人となっており、 要介護「の受給者 

数が 37.7% と最ち 多くなっている。 (4 表 ) 

前年度と比べると 要介護「及び 要支援のサービス 受給者数がそれぞれ 21.7% 、 19.9% と伸びてい 

る。 

米 介護保険制度のワービス 給付 ( 受給者数及び 保険給付 ) ほ 、 3 月から翌年 2 月を年度単位としている。 

4 表 居宅ワービス 受給者数 ( 年度累計 ) ( 単位 : 千人 ) 

区 分 要支援 要介護 「 要介護 2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 - 一 - - ロ 十 

第 ] 号 被保険者 4,065 9,372 4,623 2,8 丁 9 2 Ⅰ 02 ],653 24,693 
第 2 号被保険者 43 291 248 145 104 109 940 

総 数 4. 「 08 9,662 4,870 3,025 2,206 「， 762 25,633 

構 成 比 16.0 Ⅸ。 37. アポ。 「 9.0 ノ 。 「 1.8% 。 8.6% 。 6.9% 。 100.0 Ⅸ。   

ⅠⅠ 



ⅡⅡ 

図 3  居宅サービス 受給者数の割合 ( 第 「 号 被保険者、 第 2 号被保険者 EU) 
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図 4  居宅ワービス 受給者数 ( 「 ケ 月平均 ) の推移 
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(6) 施設介護サービス 受給者数 

施設介護ワービス 受給者数 ( 以下「施設サービス 受給者」という。 ) ほ 、 平成 15 年度累計 ( 光平成 

15 年 3 月から平成 16 年 2 月 ) で総数 878 万人 ( 進入 用 。 以下同じ。 ) 、 う ち、 第 「 号 被保険者数は 86 

4 万人、 第 2 号被保険者数は「 5 万人となっている。 (5 表 ) 

「 ケ用 当たり平均では、 介護老人福祉施設 34 万人、 介護老人保健施設 26 万人、 介護療養型医療 施 

設 13 万人、 総数 73 万人であ り、 前年度と比べると 介護老人福祉施設「． 4 万人 (4.4%) 増 、 介護老人保 

健施設「・「万人 (4.4%) 増 、 介護療養型医療施設 0.7 万人 (5.8%) 増 、 総数 3.2 万人 (4.6%) 増 となってい 

る。 

5 表 施設サービス 受給者数 ( 年度累計 ) ( 単位 : 千人 ) 

区 分 大詔 福 行 護祉 老 施 設 人 介供 健 護 老施 介医 白魔 僚 百 養毎 型設 
i 

第 「 号 被保険者 4,029 3,074 「， 53 丁 8 。 639 

第 2 号被保険者 40 55 50 145 
計 口 --- 4,069 3, 「 29 「， 587 8,784 

構 成 比 46.3% 。 35.6 亥 。 「 8 Ⅰ 亥 。 「 00.0 解 。 

図 5  施設ワービス 受給者数の割合 ( 第 ] 号 被保険者、 第 2 号被保険者別 ) 
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2, 保険給付 

(1 ) 総 数 

保険給付関係の 平成「 5 年度累計の総数は、 件数 8,275 万件、 単位数 5 。 02 丁億単位、 費 m 額 5 兆 6, 

891 億円、 利用者負担を 除いた支給額 5 兆 653 億円となっている。 (6 表 ) 

支給額 は ついて内訳をみると、 居宅介護 ( 支援 ) サービス ( 以 F 「居宅ワービス」という。 ) は 2 兆 3, 

568 億円、 施設介護ワービス ( 以下「施設ワービス」という。 ) は 2 兆 7,085 億円となり、 その割合 

は、 居宅ワービス 46.5% 、 施設ワービス 53.5% となっている。 

] ケ耳 当たり平均で 前年度と比べ 件数 90 万件Ⅱ 5.0%) 、 単位数 37 億単位 (9.8%) 、 費用 額 414 億 

円 (9.6%) 、 支給額 366 億円 (9.5%) の増となっている。 支給額の内訳では、 居宅ワービスは 323 億円 

Ⅱ 9.7%) 、 施設ワービスは 43 億円Ⅱ． 9%) の増となっている。 

6 表 保険給付 介護給付・予防給付 ( 総数 ) 
平成「 5 年度累計 坪成 「 5 年 3 月ワービス 分 ～平成 16 年 2 月ワービス 分 ) 

件 数 ( 単位 : 千件 ) 

  
単位数 @ 位右方単位 ) 

費用 額 ( 単位百方円 @ 

支給額 @ 位百万円 ) 

Ⅰ 4 



(2) 都道府県別居宅サービス 及び施設ワービスの 支給額割合 

保険給付について、 居宅サービス、 施設サービスの 支給額割合は、 全国平均では、 居宅 46.5% 、 

施設 53.5% となっている。 作表 ) 

都道府県別にみると、 神奈川県、 東京都が居宅サービスに 係る支給額の 割合が高くなっているの 

に対して、 高知県、 富山県、 北海道 は 施設サービスの 割合が約 7 割弱となっている。 
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(3) 都道府県別票「 号 被保険者「 人 あ たり支給額 

第 ] 号 被保険者「 人 あ たり支給額 @ 数 ) の 全国平均は、 居宅ワービスでは 96 千円、 施設ワービス 
ではⅡ「千円、 合計では 207 千円となっている。 (8 表 ) 

都道府県別にみると、 埼玉県、 茨城県の第「 号 被保険者「 人 あ たり支給額は「 6 万円以下となって 

いるのに対して、 沖縄県、 徳島県では約 27 万円となっており 約 2 倍の格差が生じている。 

8 表 都道府県別票「 号 被保険者「 人 あ たり支給額 ( 単位 : 千円 ) 
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図 7  等「 号 被保険者 ] 大あ たり 支給額 
( 単位 千円 ) 
i80 

  
  ▲佃島 県 

▲高知県 
  
    ▲富山県   

▲花布 県 
AW 

▲山口県           
  

140 ▲福井県 帰 鹿 l, 早 島 
A 北岳 道 

  
                  " ヲ鳴 ▲島根県 " ム 福岡県 

  、 蜂撫 ▲大分県 セ媛県 ▲広島 ま崎県 AA 青森県 
    120 ▲岩手県 ▲秋田県 香川県     ▲ オ n 歌 m 県 
  京都府 岡山県 
違 Ⅰ -- 一一 -------- 一 ------------- 山形県一一寸全国平分 l ------------------------ 一 ------   

  ▲山梨県 長野点▲▲兵庫県 ▲ l 三重県 ▲大阪府 

ハ 栃木県 ▲静岡県 群馬県 ▲奈良京 ▲ 死茸県 

▲茨城県 
▲東京都 

80 ▲埼玉 士 蔚 福島県愛知 集票 宮城県▲▲▲岐阜県 媒 @ ▲ 神 芋川 県   
  
  
  

60 
  

60 70 
  

80 90 l00   120 130 

居宅 サーヒ ス 
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筆「 号 被保険者分の 保険給付関係は、 件数 て 957 万件、 単位数 4,886 億単位、 費用 額 5 兆 5335 

億円、 支給額 4 兆 9,262 億円となっている。 
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単位数「 41 億単位、 費用 額 「， 556 億円、 

(6) 高額介護 ( 居宅支援 ) サービス貫 

高額介護 ( 居宅支援 ) サービス費の 累計は件数 504 万件、 支給額 337 億円となっている。 

(7) 市町村特別給付 

市町村特別給何の 累計は件数 27 万件、 費用 額 11 億円、 支給額 9.3 億円となっている。 
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3. 保険料収納状況 

平成「 5 年度分の保険料収納状況は、 調定額 9,506 億円、 収納 額 9,345 億円、 収納率 98.3% とな 

っている。 (9 表 ) 

なお、 特別徴収の収納 額 累計は了， 717 億円、 収納率「 00.0% 、 普通徴収の収納 額 累計は ],628 億 

円 、 収納率 91.0% となっている。 

9 表 都道府県別保険料収納状況 ( 現年度分 

都道府県                                                                                                                     収 納 額 

全 国                                                                         「 1,447   
北海道                                                                   10,519 

青森県 14,485  14,209  98.] 老 。 福井県 7,594  7,487 
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4. 介護保険特別会計経理状況 

平成 ]5 年度の保険者における 介護保険特別会計 ( 保険事業勘定 ) について、 歳入合計 5 兆 4863 

億円、 歳出合計 5 兆 4,070 億円、 差引残額 792 億円となっている。 (10 表 ) 

この差別残額のうち、 国庫支出金精算額等を 精算した後では 25 「億円となる。 

また、 平成「 5 年度末現在で 介護給付費準備基金の 保有額は 2,259 億円 (2,285 保険者 ) となって い 

る 。 

10 表介護保険特別会計経理状況 ( 保険事業勘定・ 全国許 ) ( 単位百万町 

歳 入 歳 出 

本斗 目 決 算 額 千科 目 決 算 額 

保 口実 ボ 4 939.266  総務費 1@94,877 

分担金及び負担金 8,896 保険給付費 5,] 「 0 Ⅱ 00 

使用料及び手数料 1 13 財政安定化基金拠出金 4 。 976 

国庫支出金 ],345.76 「相互財政安定化事業負担金 「 79 

介護給付費負担金 ( 再掲 ) 「， 048, 「 04 保健福祉事業費 300 

調整交付金 て再掲り 26 「， 667 基金積立金 53,751 

支払基金交付金 「， 646.363  な債費 1@0,590 

都道府県支出金 645,247  予備費 8 

都道府県負担金 ( 再掲 ) 644,894  諸支出金 32,253 

相互財政安定化事業交付金 179 

財産収入 Ⅰ O9 

寄附会 15 

繰入金 826,102 

一般会計繰入金「 2.5%0 ( 再掲 ) 636,757 

総務費に係る 一般会計繰入金 ( 再掲 ) 1@58,509 

繰越金 63,834 

市町村 債 4,32 「 

諸収入 6.067   
ム 5,486,275 ム 
口 " 一 ロ - - 十 口 - 一 一 一 D 十   5,40 了 。 034 

225,934 歳入歳出差別残額 (A) 79,241 介護給付費準備基金性 度 末現 同 

国庫支出金精算額等 (B) 54,138 

国庫支出金精算額等差引 額 (A-B) 25,104 

米 数値 は 百万円未満四捨五入のため、 合計が一致しない 場合があ る。 
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